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2017年度税制改正において法人税の確定申告書

の提出期限が最大「６カ月」まで延長できる見直

しが行われるが、その要件の一つに「会計監査人

を置いている場合」がある。

「会計監査」というと大企業の話かと思いがちだ

が、監査を受けていない企業でも申告期限の延

長の申請は行える。

確定申告の延長したい場合には、まず会社の定

款を確認する必要がある。定款に「当社の定時株

主総会は、毎事業年度終了後３カ月以内に召集

する」などと定められていれば、申告期限の延長

を申請できる。

ポイントは、定時株主総会の召集時期が「２カ月以内」ではなく「３カ月以内」とされていることだ。会社法では、事業年度終了の

日から３カ月以内に定時株主総会を開けばよいとされている。

法人税の申告期限は原則、事業年度終了後２カ月以内と定められているが、事業年度の終了から３カ月目に株主総会を行う企業

の場合は、通常の申告期限までに法人税の額が確定しないケースがある。]

そこで、このような企業は「申告期限の延長の特例」の申請を行い、申告期限を１カ月延長して申告することができる。この特例

を利用すれば、どの企業も申告期限を延長することが可能となる。

注意が必要なのは、申告期限の延長を行っても、納付の期限は２カ月のままであること。納付期限が過ぎてしまうと利子税がかかっ

てしまうので、申告を終わらせる前に、納付するべき税金を概算して「見込納付（仮納付）」しておけばいい。

中小企業も可能な申告期限の延長
ポイントは定時株主総会の招集時期

税理士の

東日本事業部　倉田博之

申告期限の延長の特例を受ける場合は、「申告期限の延長の特例の申請書」を事業年度終

了の日までに納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。

都道府県民税、事業税、市町村民税についても「提出期限の延長の届出書」の提出が必要

となります。

なお、消費税の申告期限の延長の特例はありませんので注意が必要です。

また、利子税を納付された場合は損金算入が可能となっております。



多様化している非正規雇用労働者の雇用形態

社労士の

パートタイマーや非常勤労働者の活用は、人材不足を補う事だけでなくコスト管理を容易とすることから、経

営者としてはメリットのあるものと言えます。

しかし、こうしたメリットがある一方で流動性も高く、人材不足を補う意味では一時的であると考えられます。

こうしたデメリットを少しでも解消する意味で、パートタイマーや非常勤労働者を正規採用する事も視野にい

れて適切なマネジメントを行うことで、安定的な人材の確保と定着をはかることも人材不足を改善する為には

必要となってくると思われます。
社労事業部　田中和臣

サービス業や流通業、福祉関連の事業などでは、パートタイマーやアルバイトでも店舗や現場のオペレーションの主要な部分を

担当しているケースも増えています。

また、団塊の世代が大量退職し、若年労働者のスキルが不足している企業においては、熟練労働者を嘱託社員として継続雇用す

るケースも増えています。

さらには、雇用関係を直接持たない派遣労働者も増えています。派遣労働者の受け入れによる最大のメリットは、コスト管理が

容易になることです。

他に派遣労働者を活用するメリットとしては、高度な専門知識を柔軟に活用することができることです。例えば、国際化の進ん

でいる企業においては、通訳や翻訳などの専門能力を必要に応じて入手できます。

このような非正規雇用労働者や派遣労働者をマネジメントすることが今後の企業にとって重要な課題となっています。 

これまでの人事制度を始めとする組織と人材のマネジメントは、基本的に雇用期間に定めのない、正社員と区分される人を対象と

することを前提に設計されてきました。

したがって、多くの企業の新入社員の育成プログラムやキャリアプランなどは、将来的に組織に長期貢献することを前提として策定

されています。

しかし、人材不足の現状において、非正規雇用労働者の早期戦力化を図ることも企業としては重要なテーマとなっています。そのた

めには、非正規雇用労働者にも目を向けた育成プログラム等の整備も必要となってきています。

非正規雇用労働者といっても、以下のとおり、様々な雇用形態がありますのでここで整理しておきます。

■雇用形態と期間

雇用関係あり

派遣元との雇用期間に
定めなし（特定派遣社員）

派遣元との雇用期間に
定めあり（一般派遣社員）

雇用期間に定めなし
（正社員）

雇用期間に定めあり
（非正社員）

正社員より労働時間が短い
（パートタイマー）

雇用が臨時的
（アルバイト）

定年退職者等を別条件で雇用
（嘱託社員）

契約期間が有限
（契約社員）

雇用関係なし
※派遣元との雇用関係あり
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